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2013（平成 25）年 10月 24日の朝日新聞 1面に、「公立の小中一貫、急増 100校」という記事が
掲載された。その記事では、小中一貫校を「小中学校が同一敷地にあり、9年間を見通したカリキ
ュラムを持つ学校」と定義した上で、2005（平成 17）年に 4校だった小中一貫校が 2013年に 100









































区分  小学校 中学校 計 
いじめ 1.9 2.1 2.1 
いじめを除く友人関係をめぐる問題 11.0 15.7 14.8 
教職員との関係をめぐる問題 3.3 1.5 1.8 
学業の不振 7.6 9.5 9.1 
進路にかかる不安 0.5 1.5 1.3 
クラブ活動、部活動等への不適応 0.1 2.2 1.8 
学校のきまり等をめぐる問題 0.7 2.2 1.9 
入学、転編入学、進級時の不適応 2.2 2.8 2.7 
表 1　不登校になったきっかけと考えられる状況の割合（％） 
また、表 1の不登校のきっかけとなった状況では、「いじめを除く友人関係をめぐる問題」が小





















図 2　平成 7年度生まれと昭和 40年度生まれの男子の年間発育量の比較（身長）
 
図 3　平成 7年度生まれと昭和 40年度生まれの女子の年間発育量の比較（身長）
 
以上のような状況から、小中連携、小中一貫のあり方に関する研究が、研究開発学校などにより




















小・中連携を推進するため、教科担任制を実施した小学校がある 380 21.6 
小・中学校を一体的に運営するための組織（「○○学園」等）を設けている 47 2.7 
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